
【事務事業シート（政策的経費）】

1

2

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

令和５年度が目標達成率が低調であったことから、令和６年から従来の子育て世代を対象としたオーダーメイド型

体験ツアーに加え、新たにパッケージ型体験ツアーを導入し、ツアー参加者を増加させるとともに、関係団体と連

携し、空き家情報、求人情報の強化を行う。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

移住相談件数は1,503件（前年度比110.8%)と過去最高となったものの、オーダーメイド型体験ツアーへの参加者の減小や住居・

就業場所の不足等により目標未達成となった。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 20,928 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 21,264 千円
最終現計予

算額

実績値 人

達成率 73.46 ％ 達成率 ％ 達成率

人

実績値 955 人 実績値 人 実績値 人

人 目標値 人 目標値

時点･期間

現状値 775 人

目標値 1300 人 目標値 1350

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

始期 R4

終期 R6

Ｋ  P  Ｉ

南予地域への年間移住者数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績は想定どおりの成果が出ており、６年度予算でもUターン移住者の促進を図るため、事業の見

直しを行っており、７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 南予移住魅力創出事業費 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

南予地域への移住を促進するため、移住者の受入態勢を強化するとともに、南予5市町と連携

した南予子育て応援パッケージのプロモーションなど、子育て世帯の移住を強力に推進する。

決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 83,061 千円 決算額 千円 決算額 千円

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

コ　ス　ト

最終現計予

算額 83,123 千円
最終現計予

算額

達成率 ％ 達成率 ％

件 実績値 件

達成率 101.3(135.8) ％ 達成率 ％

10,000（2,400） 件

実績値 7,595(1,766) 件 実績値 件 実績値

8,200（1,650） 件 目標値 9,000(2,000) 件 目標値

R7年度 時点･期間 R8年度

現状値 5,166（856） 件

目標値 7,500（1,300） 件 目標値

R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間

R8

Ｋ  P  Ｉ

年間移住相談件数（うち大阪圏）

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度 R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間

当初 事　項 えひめの移住力総合強化事業費 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

活力ある地域社会を維持するため、首都圏への取組みに加えて大阪圏へのアプローチを強化

し、移住者受入態勢の拡充やデジタルマーケティングによる移住潜在層等に対する効果的な情

報発信を行い、移住者の更なる呼び込みを図る。

始期 H27

終期

令和５年度　　事後評価シート



3

4

見直し方向性 改善

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ているが、より多くの移住者へ補助するため、６年度は執行方法

を申請対象物件ごとの交付から月ごとに申請対象物件取りまとめ交付を行う方法へ見直しを行い補助率を補助金額

の割合以内とし、上限金額を満たない申請についても、対応できるよう調整を図る。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

移住相談機会での補助制度の周知により、目標数値を達成することができた。

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 51,658 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 53,397 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 105.71 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 37 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 35 件 目標値 35

時点･期間 R8年度

現状値 32 件

目標値 35 件 目標値 35

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H28

終期 R8

Ｋ  P  Ｉ

本事業を活用した空き家改修件数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達

成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

当初 事　項 移住者住宅改修支援事業費 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

県外からの移住・定住を促進するため、働き手世帯や子育て世帯を対象に、空き家バンク等を

通じて購入・賃借した住宅の改修経費等を市町と連携して移住者に補助する。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 4,812 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 4,902 千円
最終現計予

算額

実績値 件

達成率 105.96 ％ 達成率 ％ 達成率

件

実績値 225697 件 実績値 件 実績値 件

件 目標値 225000 件 目標値 232000

時点･期間 R8年度

現状値 146575 件

目標値 213000 件 目標値 219000

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 H19

終期 R8

Ｋ  P  Ｉ

県外からの「えひめ移住ネット」アクセス数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 移住・交流促進事業費 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

県・市町・民間団体等で立ち上げた「えひめ移住交流促進協議会」や、移住希望者のニーズに

応える「愛媛ふるさと暮らし応援センター」の運営等を行い、「オール愛媛」体制での移住・

交流の促進を図る。



5

見直し方向性 維持

見直し内容の説明（維持・廃止・改善・大幅見直し（事業組替等））

５年度のKPIの実績はほぼ想定どおりの成果が出ており、６年度以降も現状のニーズを踏まえると、KPIは目標達

成すると考えられることから、６年度の執行方法や７年度予算の見直しは想定していない。

千円 決算額 千円

５

年

度

要因分析

評価年度（「達成率100％未満」の場合、要記入。)

総括（事業最終年度の場合、要記入。)

千円

決算額 29,050 千円 決算額 千円 決算額

千円
最終現計予

算額 千円 最終現計予算額

％ 達成率 ％

コ　ス　ト

最終現計予

算額 41,421 千円
最終現計予

算額

実績値 社

達成率 100.40 ％ 達成率 ％ 達成率

社

実績値 1009 社 実績値 社 実績値 社

社 目標値 1245 社 目標値 1365

時点･期間 R8年度

現状値 765 社

目標値 1005 社 目標値 1125

R  7  年  度 R  8  年  度

時点・期間 R3年度 時点･期間 R5年度 時点･期間 R6年度 時点･期間 R7年度

始期 R元

終期 R9

Ｋ  P  Ｉ

あのこの愛媛への登録企業数

KPI種別 上がると良い指標 R  5  年  度 R  6  年  度

当初 事　項 雇用・移住マッチング促進事業費 予算主管課 地域政策課

事　業

概　要

県内最大の移住マッチングサイト「あのこの愛媛」を運営し、移住希望者と県内企業との求人

求職マッチングを促進するほか、市町と連携して東京圏からの移住就業者等に移住支援金を給

付する。


